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令和７年１０月秦野市議会第３回定例月会議(決算審査議会)が、９月３日～９月３０

日の日程で開催され、市長提出議案１７件、報告６件、陳情２件を審議・議決しまし

た。主な内容は以下の通りです。 

1.令和６年度 各種決算を認定  
令和 6年度一般会計での歳入歳出決算では、前年

度に比べ歳入は、政府の定額減税の影響により市税

は 4億 6,658 万円(△2.0％)の減となった一方で、

定額減税による減収の補填として地方特例交付金が

7億 1,338 万円(440.7％)の増となりました。 

また、市債のうち臨時財政対策債は、国の地方財

政対策による抑制もあり 1億 9,770 万円(△53.4％)

の減となった一方、建設事業債は、秦野市・伊勢原

市共同指令センターの整備等の財源として活用した

ことで、7億 2,240 万円(26.9％)の増となりまし

た。歳出は、定額減税補足給付金給付事業の実施等

により、扶助費が 15 億 2,787 万円(8.5％)の増とな

ったほか、物件費では物価高騰の影響を受ける地域

経済を下支えするために実施した電子地域通貨事業

(ポイントバックキャンペーン)等により、2億

7,378 万円(3.1％)の増となりました。 

私は、物価高騰に対応するため国の交付金などを

活用し低所得者への給付事業、給食の食材高騰相当

分の支援、電子地域通貨事業など、市内経済を下支え

する事業の実施を評価して賛成し、賛成多数で認定

されました。なお、決算額の総計は下記の通りです。 
U＜令和 6 年度決算額の総額と前年度伸率(単位：千円)＞ 

区分 歳入決算額 歳出決算額 差引残高 

一 般 会 計 62,789,237 55,635,485 7,153,752 

特 別 会 計 29,919,001 33,362,494 △3,443,493 

 
国民健康 

保険事業 
14,997,861 17,470,855 △1,472,994 

 
介護保険 

事 業 
12,059,264 13,723,429 △1,664,165 

 
後期高齢者 

医療事業 
2,861,876 3,168,210 △306,334 

合 計 92,708,238 88,997,979 3,710,259 

前年度合計① 89,103,132 86,111,345 2,991,787 

増 減 額 ② 3,605,106 2,886,634 718,472 

対 前 年 度 

伸率(②/①) 
4.1％ 3.4％ 24.0％ 

2.各種委員の選任 
任期満了に伴い下表の選任となりました。 

U＜一般会計補正予算の主な事業と金額＞ 

選任委員 氏名 

監査委員(新任) 
中根 大輔 

川口  薫 

教育委員会の委員(新任) 高田 貴子 

固定資産評価審査委員会の委員(再任) 一色 義信 
 

3.休日夜間急患診療所等の整備で市道廃止 

 
平成 9 年度診療開設を予定している秦野市休日夜

間急患診療所の移転整備に伴う一体的な土地利用を

図るため、市道(緑町 26 号線(85m))を廃止する議案

が提出され賛成全員で可決しました。私は付託され

た環境都市常任委員会にて近隣住民の意見・要望を丁

寧に聞くことをお願いした上で賛成しました。 

4.令和７年度補正予算(物価高騰対策など) 
物価高が続く中、市民の暮らしや地域経済を守るた

め、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」

を活用した本市独自の物価高騰対策の議案が提出され

賛成多数で可決しました。私は、所得などの伸びと比較

して物価上昇の方が高い現状を踏まえ、国の交付金を活

用し市民の生活を支援することを評価し賛成しました。 
＜一般会計補正予算の主な事業と金額＞ 

事業名 予算額 

電子地域通貨事業費 1億 2,000 万円 

小学校給食物価高騰支援事業費 2,821 万円 

中学校給食物価高騰支援事業費 1,814 万円 

民間保育所等支援費 物価高騰支援事業費 1,352 万円 

畜産業物価高騰対策事業費 1,329 万円 

施設園芸等燃油価格高騰対策事業費 579 万円 

公立認定こども園費 物価高騰支援事業費 537 万円 

5.こども誰でも通園制度の実施 
一昨年の 12 月に閣議決定された「こども未来戦略」

において、保護者の就労要件を問わず未就園児が保育施

設などを利用できる制度「こども誰でも通園制度」が創

設されました。本市は 10 月から公立認定こども園にお

いて乳児等通園支援事業を実施するため、秦野市立認定

こども園条例の一部を改正する議案が提案され賛成多

数で可決しました。私は小規模からのスタートでも良い

と考え賛成しました。なお、実施施設・対

象年齢・利用人数等の詳細は、QR コードに

リンクされた議案をご覧ください。 

☆☆☆ 市政相談は「やひろ伸二後援会」事務所まで ☆☆☆ 

議会だより 
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令和７年９月第３回定例月会議 一般質問内容 やひろ伸二 
 

国内産業は『人員不足』に直面しており、人手不足関連での倒産が増加しています。

市内産業も同様で、特に製造業では近年、多くの外国人労働者を雇用しています。 

働く外国人と企業が Win-Win となる支援制度を設置し秦野を選んでもらうことを提

案しました。主な質問内容は以下の通りです。 

問１:日本国内での人材不足関連倒産件数は 2024 年度

で 289 件と増加傾向にあり、本市でも外国人労働

者を雇用し生産の維持を図っているようだが、市

内在住の外国人の数は？ 

問２:外国人労働者が従事している業種や人数は？ 

問３:市内で働く外国人の出身国は？ 

問４:人口に占める外国人の割合は、神奈川県平均が

2.48％、本市は 2.03％、愛川町 5.85％、厚木市

3.26％、伊勢原市 2.48％、平塚市 1.83％と製造業

が多いまちが高くなっているが、外国人雇用に対

する本市の支援策はあるのか？ 

 
問５:外国人雇用に対する支援策を行っている先進的な

まちは、岐阜県高山市、石川県野々市市、福岡県う

きは市、京都府福知山市、北海道苫小牧市などがあ

る。苫小牧市は外国人材支援として上限 20万円の

補助制度を設けており、日本語研修、日本語学校、

就業環境整備のためのマニュアル作成などに活用

できる。本市も各企業へのヒアリングをしたうえ

で支援策の導入をしては？ 

  

答１:本年 7月末現在で、市内在住の外国人数は 5,009

人であり、外国人の雇用者数は松田管内の令和 6

年 10 月末時点で 2,503 人である。 

答２:松田管内で製造業が最も多く、1,233人と全体の

約半数を占めている。 

答３:製造業アンケー

トでは、ベトナム

が全体の 47％と最

も多く、ブラジル

9％、フィリピンと

ペルー7％、中国

6％となっている。 

答４:令和 6年度には、

経営者向け外国人

材活用セミナーを

開催し、外国人労働者の雇用・定着を図った。さ

らに今年度に入り、神奈川県は高度なスキルを

持つ外国人材と企業を引き合わせ、採用までの

マッチングを支援する事業に本格的に取組みを

開始した。 

答５:支援策については、複数人いる各企業の外国人

材を纏める外国人労働者のリーダー的役割を担

っている外国人や、業務効率化に貢献している外

国人、企業の技術力や経営力の強化を図ることに

貢献している外国人を、支援の対象に加えられる

か検討していきたい。また、従来の制度を柔軟に

運用できるよう、企業のニーズを把握しながら外

国人材の職場定着や育成に対して支援策を検討

していきたい。 

 
今、外国人は日本語能力試験(JLPT)を受けること

ができます。例えば、外国人のリーダー的な役割を担

う労働者が、日本語能力試験 N3 や N2 を取得できる

ようになれば、帰国して日本語学校の先生などを務め

ることも可能となります。その資格取得に支援を行う

ような取組みも検討して欲しいと思います。 

 

☆☆☆ 市政相談は「やひろ伸二後援会」事務所まで ☆☆☆ 

申請は随時受付中！ ※予算額に達し次第終了

近年、苫小牧市内でも外国人材を雇用する企業が増えていますが、「言葉の
壁」が外国人材活用における課題の一つとなっています。
市では、外国人材の雇用や就職後の定着を促進するため、市内企業が行う外
国人材の日本語能力の向上やコミュニケーションの円滑化に向けた取組を支
援します。

企業が行う外国人材の日本語教育等の取組を支援します！

市内に事業所を有する個人・法人事業主が行う
以下の取組が対象です。

1
外国人材に対し、事業所独自に
日本語研修を実施する事業

日本語研修開催事業

2
外国人材を日本語学校や日本語教室
に就学・受講させる事業

日本語学校就学事業

補助上限

20万円

3
外国人材の就労環境整備のため、業務マニュアル
や事業所内の標識類の多言語化を図る事業

就業環境整備事業

4
外国人材とのコミュニケーションの円滑化
のため、通訳や翻訳ツールを導入する取組

言葉の壁解消事業

1 補助対象事業 2 補助対象者

3 補助金額

補助上限

補 助 率

20

介護・技能・特定技能・技能実習のいずれかの在
留資格に該当する外国人材を、市内事業所で雇用
している（又は雇用予定の）事業者

万円
※申請額が予算額を上回った場合、上限額どおりの交付ができない

可能性がありますので、予めご了承ください。

補助対象経費の 2 3

１事業者につき
同一年度内

※1,000円未満
端数切捨て

詳細は裏面をご確認ください

外国人材
受入企業支援事業

申請方法などの詳細は
本チラシの裏面または
市公式HPをご覧ください。

（１）本市に事務所又は事業所（以下「事業所等」という。）を
有し、本市の市税に滞納がない事業者

（２）当該事業所等において、現に外国人材を雇用し、今後も継
続して雇用予定の事業者又は当該年度内に新たに外国人材を雇用

する具体的な計画がある事業者
（３）事業主又は会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する
役員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）に規定する暴力団員でないこと。
（４）風俗営業等の規制及び業務適正化等に関する法律（昭和２
３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を営む者でないこと。

補助対象者

交付対象経費

❶ 日本語研修開催事業 講師謝金、講師旅費、テキスト代、会場費、印刷製本費、
消耗品費、委託料

❷ 日本語学校就学事業 選考料、入学金、授業料（受講料）、設備費、教材費、
アクティビティ費、保険費

❸ 就業環境整備事業 翻訳費（ただし、外部に委託をするものに限る。）、
印刷製本費、多言語による社内標識類の設置・改修費

❹ 言葉の壁解消事業
通訳費（ただし、外部に委託をするものに限る。）、翻訳機使用料
（リースの場合）、翻訳機購入費（ただし、パソコンやタブレットな
ど汎用性があり、目的外の使用になり得る機器を除く。）

申請方法

※以下に記載のない経費で、対象になるかわからないものがあればお問い合わせください。

（1）本市に事務所又は事業所（以下「事業所等」という。）を有し、本市の市税に滞納がない事業者
（2）当該事業所等において、現に外国人材を雇用し、今後も継続して雇用予定の事業者又は当該年度

内に新たに外国人材を雇用する具体的な計画がある事業者
（3）事業主又は会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する役員が暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団員でないこと。
（4）風俗営業等の規制及び業務適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定す

る営業を営む者でないこと。

次の書類を苫小牧市 産業経済部 工業・雇用振興課へご提出ください。

❶交付申請書（様式第1号）
❷事業計画書（様式第2号）
❸収支予算書（様式第3号）
❹支援対象となる外国人材の在留カードの写し

※ 在留資格が介護・技能・特定技能・技能実習のいずれかの方が対象です。
※ 在留資格認定審査中の場合は「在留資格認定証明書申請書」の写しでも可。

❺労働条件通知書又は雇用契約書の写し
※ 日本語で作成又は日本語が併記されたものであること。

申請書提出時点で雇用前の場合は、雇用開始後、速やかに提出してください。

市公式HPから
ダウンロード可能

補助金の交付決定後に実施（着手）し、令和７年度内（R8.3.31まで）に完了する事業が
対象です。すでに実施済みの取組については対象となりませんので、ご注意ください。！

お問い合わせ・申請先 苫小牧市産業経済部 工業・雇用振興課

［T E  L］ 0 1 4 4 - 3 2 - 6 4 3 6（土日・祝日を除く、平日の8：45～17：15）
［E-mail］ kogyo@city.tomakomai.hokkaido.jp

［提出先］ 〒053-8722 苫小牧市旭町4丁目５番6号

活用事例

介護施設でのAI翻訳機の導入
にご活用いただきました！

✓ 利用者の症状など難しい言葉を母
国語で伝えることができる

✓ 「てにをは」の違いや難しいニュ
アンスの言葉を習得することに役
立っている

（利用いただい事業所の声）

◆◇ 意見・要望 ◇◆ 

回 答 市内産業の維持について  

・外国人住民支援と地域との共生 

 

質 問 

 

 


